
No. 委員名 御質問 実施機関からの回答

1
内田
委員

説明文書2/13頁5行～6行
　「さいたま市の市民の皆様から申請いただいた情
報につきましては、さいたま市で管理しているス
ペースに保存されており」
【質問１】
　下線部の「保存」の（①保存方法、②保存期間）
をご教示下さい。
【質問２】
大規模停電が発生した際に、保存されているデータ
を使用する場合の使用方法をご教示下さい。

【質問１】について
①　申請データの保存方法は、申請１件ごと
に構成管理情報を作成し、添付ファイルや電
子証明書とともに保存しております。

②　申請データの保存期間は、手続ごとに7～
1,825日の間で必要な期間を設定しておりま
す。

【質問２】について
　サーバーが設置されているデータセンター
にはバッテリー及び自家発電設備が備えられ
ているため、停電の影響を受けません。
　通信網が長期間にわたって遮断されるよう
な大規模災害時には、市民の生命、身体及び
財産を守ることを優先して市の業務を縮小す
るため、申請データの使用は想定しておりま
せん。

2
内田
委員

説明文書5/13頁6行～7行
　「受験者の利便性向上のため、電子申請サービス
で受付ができるようにしたいと考えております」
【質問３】
　下線部の「電子申請サービスで受付」に関しては
「電子申請サービスでも電子申請サービス以外の
（従来の）方法でも、両方共に受け付ける」との理
解で間違いないでしょうか。
　また、この点は「別紙」（Ａ３判）の「手続き名
（様式名）」に挙げられる全ての申請において同様
と理解して宜しいでしょうか。
（※【質問３】の下線部は事務局で追記しまし
た。）

【質問３】について
　本市が推進しているオンライン化は、書面
による申請を廃止するものではなく、希望者
にオンラインで申請ができる環境を提供する
ことを指しているため、原則として従来の方
法との併用となります。
　職員採用試験（選考）個人別成績開示につ
いては、受験者の属性を鑑みて受験申込み自
体を原則電子申請サービスによるものとして
おり、受験後の成績開示についても同様に原
則電子申請サービスによるものと想定してい
ますが、受験申込時に身体の障害等の理由で
電子申請サービスを利用できない方について
は、従来の方法（郵送）による成績開示を行
うものと想定しております。

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

議案第１号　電子計算機の結合について
　　　　　（事務の名称　埼玉県市町村電子申請サービス）

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答



No. 委員名 御質問 実施機関からの回答

1
内田
委員

説明文書４頁7行～12行
　「評価の再実施につきましては、『重要な
変更を加える前』に行うことが原則となりま
す。しかしながら、この度の評価の再実施に
ついては、『事前に行うことが困難な状態に
ある場合には、特定個人情報保護評価に関す
る規則第９条第２項の規定（緊急時の事後評
価）の適用対象となる』と、国の事務連絡に
おいて示されております」
【質問１】
　下線部の規定の適用事由を、当該規則は
「災害その他やむを得ない事由」としていま
すが、さいたま市が考える「災害その他やむ
を得ない事由」と、その決定方法をご教示く
ださい。

　この度の評価の再実施は、予防接
種証明書のデジタル化による社会経
済活動の正常化に向けた取組と、３
回目の接種券送付を早急に行うため
のものですが、新型コロナウイルス
感染症対策に係る予防接種事務にお
いては、その重大性や緊急性を鑑
み、「災害その他やむを得ない事
由」による緊急時の事後評価の適用
対象となることが、国の事務連絡に
おいて示されており（資料３の３、
４頁参照）本市が独自に判断・決定
したものではございません。
　なお、前回の評価の再実施（令和
３年11月に審議会に諮問）において
も同様となります。

2
星野
委員

　参考に御教授願います。
　追加システムの中に他市町村からの照会に
応じて接種記録を提供とありますが、記録提
供に際しては、個人情報の範囲はどの程度
（住所、氏名 etc.）になりますか。
　また、記録提供はどのような場合に生じる
のでしょうか。

　提供される情報は、資料６の30頁
にあります項目のうち、４（接種券
番号）～12（製品名）です。ご本人
の属性情報としては氏名、生年月
日、性別の３情報のみで、それ以外
の住所等の情報は含まれません。
　本市の記録を提供するケースとし
ましては、本市市民が他市区町村へ
転出し、当該市民の接種記録（本市
の接種券を使用して接種した分）の
確認をするために転出先自治体から
照会を受けた場合となります。

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

議案第２号　特定個人情報保護評価書について
　　　　　（事務の名称　予防接種事業に関する事務）

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答



No 委員名 御質問 実施機関からの回答

1
馬橋
会長

　報告資料右側の「改正する条例で定める
事項」のうち、「③情報公開条例との整合
を図るために規定する本市独自の不開示情
報の例外」とありますが、現在の情報公開
条例の不開示情報の規定はどのような規定
になっていますか。

　本市情報公開条例の不開示情報に関する規
定は別紙のとおりとなります。

2
内田
委員

説明文書１頁8行～9行
 「この法改正が本市で所管しております
『さいたま市個人情報保護条例』に大きな
影響を与えることになります」
【質問１】
　「報告資料（１）説明文書」を通じて、
上記に係り「個人情報の保護に関する法
律」の改正に伴う条例改正が予定されてい
るとのことを理解しました。その上で、お
伺いしたいのは「改正条例案に移行するこ
とで想定される市民におけるデメリット」
です。
　例えば、「説明文書」（５頁11行～13
行）に「その条例についても『個人情報保
護法』の趣旨の範囲を超えて、各地方公共
団体が独自に規定できるわけではなく、法
の趣旨が許容する範囲内において制定しな
ければならないものとなっています」とあ
りますが、さいたま市における前例に「法
の趣旨が許容する範囲外」の規定はあった
でしょうか。あれば、そうした規定に関す
る審議が今後行えないということになろう
かと存じますため、伺いました。

　今回の個人情報保護法の改正趣旨は、デジ
タル化の進展を背景にデータの利活用と、個
人情報保護法制における定義や取扱いの不均
衡・不整合を整え、両者の良好なバランスを
実現することにあると国の機関である個人情
報保護委員会から説明を受けております。
　また、改正個人情報保護法では、地方公共
団体に個人情報保護法の各種の個人情報保護
規定を遵守することが求められており、個人
情報の保護水準は本市の従前の制度と同等の
ものであると、個人情報保護委員会から見解
が示されております。
　なお、現行のさいたま市個人情報保護条例
においては、用語の定義を個人情報保護法の
条項から引用しているものが多く、「法の趣
旨が許容する範囲外」の内容を規定している
ものはございません。

3
内田
委員

説明文書４頁（下から）3行
 「個人情報保護委員会と地方公共団体の関
係」
【質問２】
　「個人情報保護委員会」は「国の機関」
とのことですから、今後は、全ての「情報
保護」に関する判断は国が行い、地方公共
団体で判断は出来なくなると理解しました
が、この理解に間違いはないでしょうか。

　個人情報保護委員会より、法解釈や事務対
応についての「ガイドライン」が令和４年の
春に示されることになっており、各地方公共
団体ではこの「ガイドライン」に従って制度
の運用を行っていきます。
　「ガイドライン」では示されない事項につ
いて、実務上の疑義が生じた場合は、ご指摘
のように個人情報保護委員会に判断を求める
こととなります。

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

報告（１）　個人情報の保護に関する法律の改正による
　　　　　　令和４年度さいたま市個人情報保護条例の改正について

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答



No 委員名 御質問 実施機関からの回答

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

報告（１）　個人情報の保護に関する法律の改正による
　　　　　　令和４年度さいたま市個人情報保護条例の改正について

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答

4
内田
委員

説明文書６頁12行～13行
 「『個人情報保護法』では、1,000人未満
の事務に対して、直接的な管理規定はあり
ません」
【質問３】
　上記に関連し「説明文書」（６頁・16行
～18行）には「1,000人未満の事務の個人情
報を適正に管理するためには、引き続き個
人情報取扱事務届出制度を維持する必要が
あると考えています」と記されています
が、今後、遍く「個人情報保護法」が適用
出来る様にするため、各自治体では（可能
な限り）地域の統合を図り「1,000人以上の
事務」に移行する可能性も考えられます
が、そうした可能性の有無をご教示下さ
い。

　個人情報保護法の規定では、個人情報の
データベースを単位として作成する「個人情
報ファイル簿」が規定されており、作成対象
は個人の数が1,000人以上のものと規定されて
おります。これは対象者が一定数以上ある個
人情報のデータベースを適切に管理する必要
性が高いことから、制度として規定されてい
るものです。
　しかしながら、法において制度化されてい
なくとも、地方公共団体が対象者1,000人未満
の個人情報のデータベースの管理を疎かにし
てもよいということではないと考えられます
ので、国の方で個人情報保護法の規定に合わ
せて地域の統合を図るということは考えにく
いと思われます。
　また、本市の現行制度では対象者数の多寡
にかかわらず、実施機関が各業務において個
人情報を取り扱う場合には届出を必要とし、
個人情報取扱事務として管理をしておりま
す。法改正後もその管理体制は継続し、対象
者1,000人未満の事務においても管理する予定
です。

5
内田
委員

説明文書８頁2行～4行
　『個人情報保護法』では写しの交付枚数
の他、手数料として１件につき３００円を
徴収しています」
【質問４】
　上記に続き、「説明文書」では、さいた
ま市においては、今後も手数料の徴収は行
わないとの説明が記されていますが、さい
たま市が手数料を徴収しない理由について
「市民サービスの低下」を防ぐ以外の理由
があればご教示ください。また「市民サー
ビスの低下」の具体例も、併せてご教示く
ださい。

　現行の個人情報開示請求制度では、市民が
できるだけ利用しやすいように、文書等のコ
ピー代等を除き手数料を無料としておりま
す。また同様に、情報公開制度に基づく行政
情報開示請求においても、市民ができるだけ
利用しやすいように、文書等のコピー代等を
除き手数料を無料としております。なお、埼
玉県内の市町村や全国の政令市などの多くの
地方公共団体でも、開示請求の手数料は無料
となっております。
　このような状況から、改正個人情報保護法
施行後に手数料を有料とすると、市民への負
担となることからサービスの低下につながる
ものと考えております。

6
内田
委員

説明文書９頁3行～4行
　「このまま法律の規定を用いると、開示
決定期限が現行より長期化してしまい、市
民にとっては不利益となります」
【質問５】
　上記の「不利益」の具体例をご教示下さ
い。

　現行制度では、個人情報開示請求があった
日から「15日以内」に開示等の決定を行って
いるところですが、個人情報保護法の規定で
は「30日以内」とされています。そのため、
現行の制度と比べて開示決定までの期間が最
長で15日間長くなることから、市民にとって
は不利益となるものと考えております。



No 委員名 御質問 実施機関からの回答

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

報告（１）　個人情報の保護に関する法律の改正による
　　　　　　令和４年度さいたま市個人情報保護条例の改正について

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答

7
内田
委員

説明文書10頁7行～10行
　「現行制度とは異なり審議会への諮問が
法律上許容されない事項があります。諮問
が許容されない例は、ア個人情報の収集の
制限、イ目的外利用及び外部提供の制限、
ウ電子計算機のオンライン結合の制限など
になります」
【質問６】
　上記に関して、審議会への諮問が許容さ
れない理由の解釈を、さいたま市民の利害
の観点からお示しください。
　本質問の理由は、一般に「個人情報保
護」を目的にする法律であれば、その施行
の結果は、市民への害が軽減されると捉え
るのが通常の判断であると思われますが、
上記の「例」を一見した限りでは「個人情
報保護法」が施行された結果、寧ろ、以前
よりも市民が被る害が増える印象があるた
めです。

　今回の個人情報保護法の改正趣旨は、デジ
タル化の進展を背景にデータの利活用と、個
人情報保護法制における定義や取扱いの不均
衡・不整合を整え、両者の良好なバランスを
実現することにあると国の機関である個人情
報保護委員会から説明を受けております。
　改正個人情報保護法では地方公共団体には
各種の個人情報保護規定を遵守する義務を課
されており、その具体的な方法は個人情報保
護委員会から「ガイドライン」として示され
る予定となっております。
　また、地方公共団体は個人情報保護委員会
の監督下に置かれることになり、万が一、法
の規定を逸脱し、不適正な個人情報の取扱い
がされた時は、個人情報保護委員会から地方
公共団体に対して指導や勧告がなされること
になります。

8
内田
委員

説明文書12頁6行
「理由の１として、個人情報保護水準が維
持されているとの見解があります」
【質問７】
　個人情報保護に係る事件は今も発生して
いますが、その点から考えると、俄かに維
持されているとは考えられませんが「法改
正に係る国の説明会」が上記の下線部の見
解を示したとすれば、その判断の根拠（例
えば、数値に基づく根拠）を追加してご説
明頂ければ幸甚です。

　上記No.7【質問６】でお答えしましたとお
り、国の説明会では各地方公共団体が個人情
報保護法に規定される各種保護規程を遵守す
ることにより、個人情報保護水準は低下しな
いとの見解が示されたところですが、数値に
基づく根拠等は示されていない状況となって
おります。

9
内田
委員

説明文書13頁2行～3行
　「次に理由の２として、法解釈について
は個人情報保護委員会により一元管理する
ためという見解もあります」
【質問８】
　一元管理の「利点」についてはこれ迄も
ご説明頂いていますが、同時に、市民（個
人）における「不利益」も存在すると存じ
ます。そこで、想定される不利益の具体例
をご教示頂くと共に、その不利益を回避す
る方法をご教示下さい。

　御指摘いただいた点は、地方分権における
議論でもしばしば挙げられるところですが、
国の法律による一元管理よりも市民に近い地
方公共団体での管理の方が課題を把握しやす
く、実情にあった対策がとれるものと考えら
れます。
　個人情報保護法による一元管理では、この
ような制度に関する問題点が表面化しにくい
という「不利益」が考えられます。この点に
ついては、本市が問題点を察知したときに
は、速やかに国に対して問題解決を求めると
いった対応が必要になると考えております。



別紙 

さいたま市情報公開条例（平成 13 年 5 月 1 日条例第 17 号） 

(行政情報の開示義務) 
第７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政情報に次の各号に掲

げる情報(以下「不開示情報」という。)のいずれかが記録されている場合を除き、開示
請求者に対し、当該行政情報を開示しなければならない。

(1) [略] 
(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、当該
情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等(文書、図画若しくは電磁的記録に記載さ
れ、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項をい

う。次条第 2項において同じ。)により特定の個人を識別することができるもの(他の情
報と照合することにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)又
は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益

を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア [略] 
イ [略]  
ウ 当該個人が公務員(国家公務員法(昭和 22年法律第 120号)第 2条第 1項に規定する国
家公務員及び地方公務員法(昭和 25年法律第 261号)第 2条に規定する地方公務員をい
う。)である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情
報のうち、当該公務員の職及び当該職務遂行の内容に係る部分並びに当該公務員の氏名

．．．．．．．．

に係る部分であって公にしても当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがないと認

められるもの

 ～ [略] 

（改正）個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

（保有個人情報の開示義務）

第七十八条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報

に次の各号に掲げる情報（以下この節において「不開示情報」という。）のいずれかが

含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければなら

ない。

一 [略] 



二 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者

以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、開示

請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若しくは個

人識別符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできない

が、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。

イ [略] 
ロ [略] 
ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項に

規定する国家公務員（独立行政法人通則法第二条第四項に規定する行政執行法人の職員

を除く。）、独立行政法人等の職員、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）

第二条に規定する地方公務員及び地方独立行政法人の職員をいう。）である場合におい

て、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員

等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分

三～七 [略] 

現在、本市情報公開条例に基づく行政情報開示請求があった場合は、公務員の氏名

が不開示情報から除かれているため、開示する情報となります。また、既存の本市個

人情報保護条例に基づく個人情報開示請求があった場合は、第三者の正当な権利利益

を害するおそれがある情報は不開示情報とされておりますが、公務員の氏名は原則と

して第三者の正当な権利利益を害するおそれは無い情報であるため、開示する情報と

なります。

一方、改正個人情報保護法に基づく個人情報開示請求があった場合は、公務員の氏

名が不開示情報からは除かれていないため、開示しない情報となります。

このまま改正個人情報保護法の規定を本市に適用しますと、既存の制度との矛盾が

生じることになりますが、改正個人情報保護法では、既存の行政情報開示請求制度と

の整合を図るため、本市独自で個人情報開示請求における不開示情報を規定すること

が認められています。そのため、今後制定予定の本市個人情報保護法施行条例におい

ても、既存の情報公開条例と同じく、公務員の氏名は原則開示する情報とするもので

す。



No. 委員名 御質問 事務局からの回答

1
内田
委員

資料10頁
 「公平審査事務」
【質問１】
　「変更届出書」に関する質問ではなく恐縮
ながら、「公平」と似た言葉に「公正」があ
りますが、各言葉に対するさいたま市での定
義を（可能であれば）ご教示下さい。

　当該事務は人事委員会の審査を通
じて職員の正当な権利を保護し、あ
るいは適正な勤務条件を保障するた
め、地方公務員法上設けられた制度
に関する事務ですが、一般的に「公
平審査制度」と言われていることか
ら、「公平」の文言を用いておりま
す。
　なお、「公平」「公正」の各言葉
について、本市において特段の定義
は定めておりませんが、一般的な定
義では「公平」は判断や行動が偏っ
ていないことを指し、「公正」は公
平で、かつ正しいことをいい、正当
性をはっきりさせたいような場合に
用いられるものと考えられます。

令和３年度第５回　情報公開・個人情報保護審議会

報告（２）　個人情報取扱事務に係る届出について（報告）

御質問一覧（１回目）及び実施機関からの回答


